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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

     ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．当社は関連会社を有しておりませんので「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額のうち、第24期末以降については希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、それぞれ記載しておりません。 

  

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 4,600,189 5,123,724 4,873,583 9,561,180 10,079,577 

経常利益 （千円） 272,727 168,163 217,754 589,369 625,564 

中間（当期）純利益 （千円） 157,365 91,700 116,926 336,840 360,572 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 510,506 510,506 510,506 510,506 510,506 

発行済株式総数 （株） 20,616 20,616 20,616 20,616 20,616 

純資産額 （千円） 2,970,537 3,181,276 3,515,058 3,150,485 3,450,077 

総資産額 （千円） 4,729,456 5,182,191 5,355,646 5,210,536 5,485,503 

１株当たり純資産額 （円） 144,088.95 154,311.05 170,501.48 152,385.80 167,349.50 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 7,633.15 4,448.01 5,671.63 15,907.09 17,489.96 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） 7,627.60 － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 1,500 2,500 2,500 

自己資本比率 （％） 62.8 61.4 65.6 60.5 62.9 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △177,688 △158,333 58,030 139,217 253,938 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △230,067 △66,848 △10,902 △568,865 △82,860 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 154,931 69,266 △72,210 367,882 △351,404 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 590,320 625,462 575,969 781,378 601,051 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
232 

(76) 

276 

(75) 

265 

(90) 

242 

(77) 

258 

(81) 



５．25期中間期末の従業員数が24期末に比べ34名増加したのは、主に、スーパーオートバックス大宮バイパスの

開設のための新規採用によるものであります。 

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、子会社１社（㈱ラムズインターナショナル）を設立いたしましたが、重要性が乏しいた

め、その詳細については記載を省略しております。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は、当中間会計期間の平均人員を 

       （ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には労働組合は結成されておりませんが、労働関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 265（90）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期におけるわが国経済は、堅調な輸出を背景に輸出関連企業などで収益改善が見られ、設備投資も底堅く

推移するなど、全般的には回復基調が持続いたしました。一方では、原油や素材価格が高騰し、個人消費も力強さ

に欠ける状況にあるなか、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安など、景気の先行きには失速懸

念が広がっております。 

 カー用品市場におきましては、新車の販売台数の低迷、ガソリン価格高騰の長期化によるユーザーの車に対する

維持費の削減意識の影響、主力商品であるカーエレクトロニクス部門の価格競争の激化等、極めて厳しい環境を強

いられました。 

 このような状況のなかで当社は、車検や板金塗装を含む整備関連、オーディオを始めとする各種カスタマイズ需

要の開拓、新車・中古車販売事業の拡充、徹底した接客販売によるＣＳ（顧客満足）の向上による価格に左右され

ない販売力の強化等、競合他社との差別化に努めながら業績の向上を図ってまいりました。 

 しかしながら、前述のとおりカー用品販売の事業環境が厳しかったことから、当中間期の売上高につきましては

4,873,583千円（前年同期比4.9%減）と減収となりました。一方、利益面につきましては営業利益181,546千円（同

54.5%増）、経常利益217,754千円（同29.5%増）、中間純利益116,926千円（同27.5%増）と増益となりました。 

 なお、当中間期の営業利益・経常利益・中間純利益がそれぞれ前中間期に比べ増加している要因として、平成18

年４月に開設したスーパーオートバックス大宮バイパスの初期費用の計上が影響しております。 

 また、オートバックスポイントアップカード会員に付与したポイントについて、従来は会員の使用時に売上値引

処理をしておりましたが、当中間期において、将来使用されると見込まれる額を「ポイント引当金」として30,582

千円計上いたしました。これによる損益への影響額については、22ページの「第５ 経理の状況 中間財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」に記載しております。  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間期のキャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ25,082千円減少し、当中間期末

には575,969千円となりました。 

 当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において営業活動の結果得られた資金は、58,030千円（前年同期は158,333千円の使用）となりまし 

 た。 

    これは主に、税引前中間純利益203,908千円の計上、未収入金の減少額110,061千円及び差入保証金の家賃相 

 殺額50,164千円等に対して、たな卸資産の増加額78,788千円及び法人税等の支払額217,613千円などあったため 

 であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において投資活動の結果使用した資金は10,902千円（前年同期は66,848千円）となりました。 

  これは主に、子会社株式の取得による支出15,000千円等があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間期において財務活動の結果使用した資金は72,210千円（前年同期は69,266千円の獲得）となりました。

  これは主に、短期借入金の増加額100,000千円に対して、長期借入金の返済による支出119,562千円及び配当金

 の支払額51,540千円があったためであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．各品目の主な内容は、次のとおりであります。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

カーエレクトロニクス（千円） 1,053,846 81.2 

タイヤ・ホイール（千円） 350,687 76.8 

車内用品・車外用品（千円） 430,965 86.6 

カースポーツ・モーターサイクル 

（千円） 
497,837 118.5 

ピット・サービス工賃（千円） 111,980 106.9 

オイル・バッテリー（千円） 146,512 105.8 

中古カー用品（千円） 50,593 98.6 

自動車（千円） 365,717 70.6 

合計（千円） 3,008,140 86.3 

品目 主な内容 

カーエレクトロニクス 
カーナビゲーション、カーＴＶ、ＤＶＤ・ＣＤ・ＭＤプレーヤー、 

スピーカー、アンプ、接続具等 

タイヤ・ホイール 夏用タイヤ、冬用タイヤ、アルミ・スチールホイール 

車内用品・車外用品 チャイルドシート、キャリア、チェーン、車内アクセサリー等 

カースポーツ・モーターサイクル 

ドレスアップ用品（ステアリング、シート、ランプ等） 

チューンナップ用品（エアロパーツ、マフラー、サスペンション

等）、二輪用品、省燃費用品 

ピット・サービス工賃 オイル交換、タイヤ交換、各種用品取付・整備工賃 

オイル・バッテリー 国産・輸入エンジンオイル、国産車用・外車用バッテリー 

中古カー用品 
カーエレクトロニクス、タイヤ・ホイール及びカースポーツの中古品

等 

自動車 新車及び中古自動車 



(2）商品販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．上記表の当中間会計期間の売上高には、ポイント引当金の計上による売上値引額16,736千円は含まれており

      ません。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

カーエレクトロニクス（千円） 1,326,171 84.0 

タイヤ・ホイール（千円） 735,619 99.8 

車内用品・車外用品（千円） 655,036 95.1 

カースポーツ・モーターサイクル（千円） 675,059 137.3 

ピット・サービス工賃（千円） 697,483 96.4 

オイル・バッテリー（千円） 260,959 103.8 

中古カー用品（千円） 93,996 104.8 

自動車（千円） 445,992 79.4 

合計（千円） 4,890,319 95.4 



(3）地域別売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．上記表の当中間会計期間の売上高には、ポイント引当金の計上による売上値引額16,736千円は含まれており

      ません。   

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

所在地・事業所名 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

備考 

金額（千円） 構成比（％） 
前年同期比 
（％） 

埼玉県 オートバックス川口店 460,225 9.4 95.5   

  オートバックス東浦和店 280,902 5.7 89.7   

  オートバックス北浦和店 439,746 9.0 90.6   

  スーパーオートバックスＴＯＤＡ 760,958 15.6 93.5   

  
オートバックス走り屋天国 

セコハン市場上尾店 
103,806 2.1 113.4   

  スーパーオートバックス桶川 506,644 10.4 99.0   

  オートバックス坂戸店 347,926 7.1 92.2   

  オートバックス254朝霞店 272,396 5.6 85.5   

  
スーパーオートバックス 

大宮バイパス 
596,360 12.2 84.5   

  営業本部 123,314 2.5 － 卸販売 

  小計 3,892,280 79.6 94.9   

東京都 オートバックス環七板橋店 405,309 8.3 91.7   

  
スーパーオートバックス 

 環七王子神谷 
592,730 12.1 101.8   

  小計 998,039 20.4 97.4   

  合計 4,890,319 100.0 95.4   



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

   該当事項はありません。 

  

   (2) 重要な設備の除却等 

     該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

      旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

         平成17年６月24日定時株主総会決議 

 （注）１. 新株予約権発行後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算 

      式により調整する。但し、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的 

      たる株式についてのみ行い、調整の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

               調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

       また、発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて付与 

            株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等 

            を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で行使または消却 

      されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ行われるものとする。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 68,000 

計 68,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 20,616 20,616 
㈱ジャスダック証券取引

所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 20,616 20,616 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個）     515     507 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）    －    － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式   同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株）      515 （注）１、４    507 （注）１、４    

新株予約権の行使時の払込金額（円）        338,578  （注）２  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

338,578 

169,289 
  同左  

新株予約権の行使の条件  （注）３    同左   

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要す

る。 
   同左   

代用払込みに関する事項  －   －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －    －  



    ２．当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払 

      込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使及び単元未満株 

           の売渡し請求に基づく自己株式の譲渡の場合は、払込価額の調整は行わない。 

      上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式の総数から当社が保有する自己株式数を控 

           除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え 

           るものとする。 

           また、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、払込価額は当該株式の分割または併合の比率に 

      応じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

      当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて払込価額の調整を必要と 

      するやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な 

           範囲で払込価額を調整する。 

    ３. ①新株予約権の割当てを受けた者は、その割当てを受けた時から権利行使時に至るまでの間、継続して当社 

       の取締役、監査役、もしくは従業員のいずれかに在任または在職することを要する。但し、新株予約権の 

             割当日において当社の取締役、監査役、もしくは従業員の地位にあったものが、任期満了による退任、定 

             年退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、権利行使期間内において新株引受権を行使 

             することができる。 

           ②新株予約権者の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人による本新株予約権の相続は認めないことと 

             する。 

           ③各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

       ④新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分はこれを認めないものとする。 

       ⑤その他新株予約権行使の条件は、当社第23期定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予 

             約権の割当てを受ける者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるものとする。        

    ４. 新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失した株数を控除しております。  

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

  平成19年９月30日 
－ 20,616 － 510,506 － 485,244 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

㈱オートバックスセブン 東京都江東区豊洲５－６－52 4,988.0 24.2 

        

増田 清高 埼玉県川口市 2,599.4 12.6 

        

エイチエスビーシー バン

ク ピーエルシー アカウ

ント アトランティス ジ

ャパン グロース ファン

ド  

2 COPTHALL AVENUE, LONDON, EC2R 7DA UK  1,586.0 7.7 

（常任代理人 

 香港上海銀行東京支店 

 カストディ業務部）  

（東京都中央区日本橋３－11－１）      

        

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行㈱  
東京都中央区晴海１－８－11   1,348.0 6.5 

        

坂本 裕二 埼玉県川口市 1,326.0 6.4 

        

牛田 一男 埼玉県川口市 1,250.2 6.1 

        

牛田 恵美子 埼玉県川口市 709.8 3.4 

        

バッファロー従業員持株

会 
埼玉県川口市並木１－25－26 536.0 2.6 

        

大野 健次 東京都板橋区 320.0 1.6 

        

バンクオブニューヨーク

ジーシーエムクライアン

トアカウントジエイピー

アールデイアイエスジー

エフイーーエイシー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON  

EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
260.0 1.3 

（常任代理人 

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）  
（東京都千代田区丸の内２町目７番１号）      

計 － 14,923.4 72.4 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動及び役職の異動はありませ

ん。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    20,614 20,614  

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 普通株式         2 － 同  上 

発行済株式総数              20,616 － － 

総株主の議決権 － 20,614  － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 168,000 165,000 227,000 214,000 201,000 191,000 

最低（円） 158,000 154,000 159,000 182,000 179,000 185,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規程に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５号条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

  資産基準     0.3％ 

  売上高基準    - ％ 

  利益基準     - ％ 

  利益剰余金基準  - ％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   646,162   582,919 619,051   

２．売掛金   387,917   520,242 506,320   

３．たな卸資産   1,480,634   1,691,161 1,612,372   

４．繰延税金資産   74,316   95,241 96,401   

５．その他   212,979   228,591 346,919   

流動資産合計     2,802,010 54.1 3,118,156 58.2   3,181,066 58.0

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   503,929   456,021 479,209   

(2）その他   136,295   117,403 127,198   

計   640,225   573,425 606,407   

２．無形固定資産   137,762   121,304 129,533   

３．投資その他の資
産 

          

(1）繰延税金資産   72,862   85,935 79,848   

(2）差入保証金   1,336,778   1,255,558 1,295,955   

(3）その他   192,552   201,266 192,691   

計   1,602,192   1,542,759 1,568,495   

固定資産合計     2,380,180 45.9 2,237,489 41.8   2,304,436 42.0

資産合計     5,182,191 100.0 5,355,646 100.0   5,485,503 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   312,369   472,620 522,840   

２．短期借入金   300,000   100,000 －   

３．１年以内返済予
定の長期借入金 

  239,124   198,374 230,624   

４．未払法人税等   52,592   98,215 225,679   

５．賞与引当金   126,956   126,051 161,000   

６．ポイント引当金   －   30,582 －   

７．その他 ※２ 159,574   183,336 184,776   

流動負債合計     1,190,616 23.0 1,209,180 22.6   1,324,920 24.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   653,791   455,417 542,729   

２．退職給付引当金   132,369   150,395 142,922   

３．役員退職慰労引
当金 

  21,550   25,225 23,375   

４．その他   2,587   369 1,478   

固定負債合計     810,298 15.6 631,407 11.8   710,504 13.0

負債合計     2,000,914 38.6 1,840,587 34.4   2,035,425 37.1

            

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     510,506 9.8   510,506 9.5   510,506 9.3 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   485,244     485,244     485,244     

資本剰余金合計     485,244 9.4   485,244 9.1   485,244 8.9 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   35,575     35,575     35,575     

(2）その他利益剰
余金 

                    

別途積立金   1,950,000     2,250,000     1,950,000     

繰越利益剰余
金 

  199,992     234,251     468,865     

利益剰余金合計     2,185,567 42.2   2,519,826 47.0   2,454,440 44.7 

株主資本合計     3,181,319 61.4   3,515,578 65.6   3,450,191 62.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券
評価差額金 

    △42 △0.0   △519 △0.0   △114 △0.0 

評価・換算差額等
合計 

    △42 △0.0   △519 △0.0   △114 △0.0 

純資産合計     3,181,276 61.4   3,515,058 65.6   3,450,077 62.9 

負債純資産合計     5,182,191 100.0   5,355,646 100.0   5,485,503 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,123,724 100.0 4,873,583 100.0   10,079,577 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,219,799 62.8 2,968,709 60.9   6,072,956 60.3

売上総利益     1,903,924 37.2 1,904,873 39.1   4,006,621 39.7

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,786,406 34.9 1,723,327 35.4   3,475,990 34.4

営業利益     117,518 2.3 181,546 3.7   530,630 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   68,531 1.3 43,949 0.9   121,725 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   17,886 0.3 7,741 0.1   26,791 0.3

経常利益     168,163 3.3 217,754 4.5   625,564 6.2

Ⅵ 特別損失 ※３   913 0.0 13,846 0.3   913 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    167,250 3.3 203,908 4.2   624,650 6.2

法人税、住民税
及び事業税 

  51,984   91,627 269,534   

法人税等調整額   23,565 75,549 1.5 △4,644 86,982 1.8 △5,456 264,077 2.6

中間（当期）純
利益 

    91,700 1.8 116,926 2.4   360,572 3.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月27日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 1,700,000 418,732 2,154,307 3,150,059 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て    （注）         250,000 △250,000 － － 

剰余金の配当          (注）           △51,540 △51,540 △51,540 

役員賞与            （注）           △8,900 △8,900 △8,900 

中間純利益              91,700 91,700 91,700 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 250,000 △218,739 31,260 31,260 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 1,950,000 199,992 2,185,567 3,181,319 

   

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

426 426 3,150,485 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て    （注）     － 

剰余金の配当          （注）     △51,540 

役員賞与              （注）     △8,900 

中間純利益         91,700 

株主資本以外の項目の中間会計 
期間中の変動額（純額） 

△469 △469 △469 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△469 △469 30,791 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

△42 △42 3,181,276 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 1,950,000 468,865 2,454,440 3,450,191 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て           300,000 △300,000 － － 

剰余金の配当           △51,540 △51,540 △51,540 

中間純利益              116,926 116,926 116,926 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 300,000 △234,613 65,386 65,386 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 2,250,000 234,251 2,519,826 3,515,578 

   

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△114 △114 3,450,077 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立て          － 

剰余金の配当     △51,540 

中間純利益         116,926 

株主資本以外の項目の中間会計 
期間中の変動額（純額） 

△405 △405 △405 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△405 △405 64,981 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

△519 △519 3,515,058 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月27日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金
資本剰余金
合計 

利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 1,700,000 418,732 2,154,307 3,150,059 

事業年度中の変動額                

別途積立金の積立て    （注）         250,000 △250,000 － － 

剰余金の配当          (注）           △51,540 △51,540 △51,540 

役員賞与            （注）           △8,900 △8,900 △8,900 

当期純利益              360,572 360,572 360,572 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 250,000 50,132 300,132 300,132 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

510,506 485,244 485,244 35,575 1,950,000 468,865 2,454,440 3,450,191 

   

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

426 426 3,150,485 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立て    （注）     － 

剰余金の配当          （注）     △51,540 

役員賞与              （注）     △8,900 

当期純利益         360,572 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△541 △541 △541 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△541 △541 299,591 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

△114 △114 3,450,077 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

税引前中間（当期）純利

益 
  167,250 203,908 624,650 

減価償却費   46,126 41,096 94,280 

のれん償却費   5,500 5,500 11,000 

賞与引当金の増減額

（△：減少） 
  △38,346 △34,949 △4,302 

ポイント引当金の増減額

（△：減少）   
  － 30,582 － 

退職給付引当金の増減額

（△：減少） 
  1,246 7,473 11,799 

役員退職慰労引当金の増

減額（△：減少） 
  1,875 1,850 3,700 

受取利息及び受取配当金   △5,093 △5,593 △10,368 

支払利息   8,924 6,939 17,417 

有形固定資産除売却損   913 － 913 

差入保証金の家賃相殺額   50,172 50,164 100,336 

売上債権の増減額（△：

増加） 
  58,579 △13,922 △59,823 

たな卸資産の増減額

（△：増加） 
  △264,629 △78,788 △396,367 

未収入金の増減額（△：

増加）  
  25,037 110,061 △107,945 

仕入債務の増減額（△：

減少） 
  △36,602 △50,220 173,867 

未払消費税等の増減額

（△：減少） 
  △13,632 △8,299 5,217 

役員賞与の支払額   △8,900 － △8,900 

その他   △341 16,057 △705 

小計   △1,920 281,860 454,770 

利息及び配当金の受取額   210 710 601 

利息の支払額   △8,955 △6,926 △17,119 

法人税等の支払額   △147,668 △217,613 △184,314 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △158,333 58,030 253,938 

 



    

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

定期預金の預入による支

出 
  △12,700 △11,300 △23,150 

定期預金の払戻による収

入 
  26,800 21,000 34,000 

有形固定資産の取得によ

る支出 
  △88,073 △5,394 △99,694 

差入保証金の返還による

収入 
  8,550 － 8,975 

子会社株式の取得による

支出 
  － △15,000 － 

その他   △1,425 △208 △2,990 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △66,848 △10,902 △82,860 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
        

短期借入金の増減額

（△：減少） 
  △20,000 100,000 △320,000 

長期借入による収入   250,000 － 250,000 

長期借入金の返済による

支出 
  △108,085 △119,562 △227,647 

割賦債務の支払   △1,108 △1,108 △2,217 

配当金の支払額   △51,540 △51,540 △51,540 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  69,266 △72,210 △351,404 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減

額（△：減少） 
  △155,915 △25,082 △180,326 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首

残高 
  781,378 601,051 781,378 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
※  625,462 575,969 601,051 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 主に売価還元法による原価

法を採用しております。 

(2）たな卸資産 

商品 

     同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備及

び事業用定期借地契約による借

地上の建物を除く）については

定額法を採用しております。 

 なお、事業用定期借地契約に

よる借地上の建物については、

耐用年数を定期借地期間とし、

残存価格を零とした定額法によ

っております。 

 主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備及

び事業用定期借地契約による借

地上の建物を除く）については

定額法を採用しております。 

 なお、事業用定期借地契約に

よる借地上の建物については、

耐用年数を定期借地期間とし、

残存価格を零とした定額法によ

っております。 

 主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

     ただし、平成10年４月１日以 

   降に取得した建物（附属設備及 

  び事業用定期借地契約による借 

   地上の建物を除く）については 

   定額法を採用しております。 

    なお、事業用定期借地契約に 

   よる借地上の建物については、 

   耐用年数を定期借地期間とし、 

   残存価格を零とした定額法によ 

   っております。 

     主な耐用年数は次のとおりで 

   あります。 

  建物       ３～34年 

構築物      ３～20年 

機械及び装置   10～13年 

車両運搬具    ３～６年 

工具、器具及び備品 

２～20年 

建物       ２～60年 

構築物      ２～20年 

機械及び装置   10～13年 

車両運搬具    ２～６年 

工具、器具及び備品 

２～20年 

 建物       ３～34年 

 構築物      ３～20年 

 機械及び装置   10～13年 

 車両運搬具    ２～６年 

 工具、器具及び備品 

          ２～20年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （会計方針の変更）  

   法人税法の改正に伴い、当中 

   間会計期間より、平成19年４月 

   １日以降に取得した有形固定資 

   産について、改正後の法人税法 

   に基づく減価償却の方法に変更 

   しております。 

   これによる損益に与える影響 

   は軽微であります。 

 （追加情報）  

     法人税法の改正に伴い、平成 

   19年３月31日以前に取得した資 

   産については、改正前の法人税 

   法に基づく減価償却の方法の適 

   用により取得価額の５％に到達 

   した事業年度の翌事業年度よ 

   り、取得価額の５％相当額と備 

   忘価額との差額を５年間にわた 

   り均等償却し、減価償却費に含 

   めて計上しております。 

     これによる損益に与える影響 

   は軽微であります。 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 また、事業用定期借地契約に

ついては、契約年数を基準とし

た定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

       同左 

(2）無形固定資産 

              同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

  同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担

額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため、当社内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備え

るため、当社内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

       ─────────── 

  

 (5) ポイント引当金   

     顧客に付与されたポイントの 

   使用による売上値引発生に備え 

   るため、当中間会計期間末にお 

   いて将来使用されると見込まれ 

   る額を計上しております。 

 （追加情報）   

     従来、ポイントの使用時に売 

   上値引処理しておりましたが、 

   その使用状況を把握する管理シ 

   ステムが確立されたことに伴 

   い、当中間会計期間から「ポイ 

   ント引当金」として計上するこ 

   ととしております。この変更に 

   より、当中間会計期間末のポイ 

   ント残高に対する当期負担額 

   16,736千円は売上高より控除 

   し、前事業年度末のポイント残 

   高に対する前期負担額13,846千 

   円は前期損益修正損として特別 

   損失に計上しております。この 

   結果、従来と同一の方法によっ 

   た場合と比較し、売上高、営業 

   利益及び経常利益はそれぞれ 

   16,736千円減少し、税引前当期 

   純利益は30,582千円減少してお 

   ります。  

     ─────────── 

  

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会 

計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資 

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借 

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

号 平成17年12月９日）を適用しておりま 

す。これまでの資本の部の合計に相当する金 

額は3,181,276千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対 

照表の純資産の部については、中間財務諸表 

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表 

等規則により作成しております。 

         ───────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

 計基準）  

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の 

 部の表示に関する会計基準」（企業会計基準 

 第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照 

 表の純資産の部の表示に関する会計基準等の 

 適用指針」（企業会計基準適用指針第８号  

 平成17年12月９日）を適用しております。こ 

 れまでの資本の部の合計に相当する金額は 

 3,450,077千円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純 

 資産の部については、財務諸表等規則の改正 

 に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成 

 しております。    

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

 （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 １．前中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの 

  「営業権償却費」として掲記されていたものは、当中間会計期間よ 

  り、改正後の中間財務諸表等規則に基づき、「のれん償却費」と表 

  示しております。 

 ２．営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増減額」は、 

  前中間会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額 

  的重要性が増したため区分掲記しております。 

   なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未収入金の 

  増加額」は20,400千円であります。 

                     ─────────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

   （中間株主資本等変動計算書関係） 

     前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  ２．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

     該当事項はありません。 

  

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

507,751千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       590,484千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       552,904千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２        同左 

  

※２      ───── 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 5,045千円

受取手数料 21,800千円

受取協賛金等 30,023千円

受取利息      5,530千円

受取手数料     18,654千円

受取協賛金等      9,556千円

受取利息     10,303千円

受取手数料     39,083千円

受取協賛金等     46,332千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 8,924千円 支払利息      6,939千円 支払利息     17,417千円

※３ 特別損失のうち主なもの ※３ 特別損失のうち主なもの ※３ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損 913千円 前期損益修正損    13,846千円 固定資産除却損      913千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 43,397千円

無形固定資産 8,228千円

有形固定資産     38,367千円

無形固定資産      8,228千円

有形固定資産     88,822千円

無形固定資産     16,457千円

 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式

数（株） 

発行済株式        

普通株式 20,616 － － 20,616 

合計 20,616 － － 20,616 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会  
普通株式      51,540       2,500  平成18年３月31日  平成18年６月28日 



     当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  ２．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

     前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  ２．配当に関する事項 

   （１）配当金支払額 

  

   （２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株

式数（株） 

当中間会計期間減少株

式数（株） 

当中間会計期間末株式

数（株） 

発行済株式        

普通株式 20,616 － － 20,616 

合計 20,616 － － 20,616 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会  
普通株式  51,540   2,500 平成19年３月31日  平成19年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 30,924  利益剰余金 1,500 平成19年９月30日 平成19年12月11日 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式数 

（株） 

当事業年度減少株式数 

（株） 

当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 20,616 － － 20,616 

合計 20,616 － － 20,616 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

 （決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会  
普通株式   51,540 2,500  平成18年３月31日  平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 51,540  利益剰余金 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月27日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定 646,162千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△20,700千円

現金及び現金同等物 625,462千円

  

現金及び預金勘定    582,919千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
  △6,950千円

現金及び現金同等物    575,969千円

現金及び預金勘定    619,051千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
 △18,000千円

現金及び現金同等物    601,051千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装
置 

266,317 104,809 161,508 

ソフトウェ
ア 

5,306 442 4,864 

工具、器具
及び備品 

280,208 127,815 152,393 

合計 551,833 233,067 318,766 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び装
置 

226,163 103,681 122,482

ソフトウェ
ア 

5,306 1,503 3,803

工具、器具
及び備品 

247,679 141,887 105,791

合計 479,149 247,072 232,077

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び装
置 

226,163 85,841 140,322

ソフトウェ
ア 

5,306 972 4,333

工具、器具
及び備品 

247,679 119,815 127,864

合計 479,149 206,629 272,520

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額   

１年内 86,545千円

１年超 238,637千円

合計 325,182千円

１年内       68,485千円

１年超        170,151千円

合計        238,636千円

１年内       75,989千円

１年超        203,146千円

合計        279,135千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 49,348千円

減価償却費相当額 45,705千円

支払利息相当額 4,320千円

支払リース料       43,823千円

減価償却費相当額       40,443千円

支払利息相当額      3,324千円

支払リース料       99,306千円

減価償却費相当額       91,951千円

支払利息相当額      8,231千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

        同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。  

(5）利息相当額の算定方法 

              同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

    ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

 種類 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 2,540 2,468 △72 2,540 1,659 △881 2,540 2,346 △194 

(2）債券 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 2,540 2,468 △72 2,540 1,659 △881 2,540 2,346 △194 

  
前中間会計期間末 

 （平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日）  

前事業年度末 

（平成19年３月31日）  

  中間貸借対照表計上額（千円）  中間貸借対照表計上額（千円）   貸借対照表計上額（千円）    

子会社株式 

非上場株式 
 － 15,000   － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 154,311円05銭        170,501円48銭        167,349円50銭 

１株当たり中間（当期）純利益金額 
4,448円01銭      5,671円63銭       17,489円96銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりま

せん。           

 同左     潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりま

せん。 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 91,700 116,926 360,572 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 91,700 116,926 360,572 

期中平均株式数（株） 20,616.00 20,616.00 20,616.00 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 平成17年６月24日定時株主 

 総会決議によるストックオ 

 プション 

 （株式の数 547株）  

 平成17年６月24日定時株主 

 総会決議によるストックオ 

 プション 

 （株式の数  515株）  

 平成17年６月24日定時株主 

 総会決議によるストックオ 

 プション 

（株式の数  536株） 



(2）【その他】 

    平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   （イ）中間配当による配当金の総額             30,924千円 

   （ロ）１株当たりの金額             1,500円00銭 

   （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月11日 

   （注）平成19年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主（実質株主名簿に記載又は記録された実質株主 

           を含む）若しくは登録株式質権者及び同日現在の端株原簿に記載又は記録された端株主に対し、支払いを行 

      います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第25期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  事業年度（第25期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年11月22日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月14日 

株式会社バッファロー  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高橋 正一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉本 茂次  印 

    当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい 

    る株式会社バッファローの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間 

    （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損 

    益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財 

  務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること 

  にある。 

      当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に 

    中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の 

    表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必 

    要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する 

    意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

      当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に 

    準拠して、株式会社バッファローの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期 

    間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用 

    な情報を表示しているものと認める。 

 

     会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

株式会社バッファロー  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高橋 正一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉本 茂次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社バッファローの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２６期事業年度の中

間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社バッファローの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                以 上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/34
	pageform2: 2/34
	form1: EDINET提出書類  2007/12/20 提出
	form2: 株式会社バッファロー(431480)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/34
	pageform4: 4/34
	pageform5: 5/34
	pageform6: 6/34
	pageform7: 7/34
	pageform8: 8/34
	pageform9: 9/34
	pageform10: 10/34
	pageform11: 11/34
	pageform12: 12/34
	pageform13: 13/34
	pageform14: 14/34
	pageform15: 15/34
	pageform16: 16/34
	pageform17: 17/34
	pageform18: 18/34
	pageform19: 19/34
	pageform20: 20/34
	pageform21: 21/34
	pageform22: 22/34
	pageform23: 23/34
	pageform24: 24/34
	pageform25: 25/34
	pageform26: 26/34
	pageform27: 27/34
	pageform28: 28/34
	pageform29: 29/34
	pageform30: 30/34
	pageform31: 31/34
	pageform32: 32/34
	pageform33: 33/34
	pageform34: 34/34


